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１．基本方針 
 

官庁施設については、老朽化した施設が今後増大していく中、既存施設の最

大限の活用を図りつつ、災害に対する国民の安全・安心の確保等に的確に対応

することが重要である。 

このため、平成２８年度の概算要求に当たっては、南海トラフ巨大地震、首

都直下地震等に備えた官庁施設の防災・減災対策を推進するため、防災拠点と

なる官庁施設の防災機能の強化、首都直下地震時の首都中枢機能維持に必要な

電力の確保等を図る。 

また、既存官庁施設をより長く安全に利用しトータルコストの縮減等を実現

するため、老朽化の進行を防ぐ長寿命化事業等を実施する。 

 

２．予算の重点化 
 

官庁施設の防災・減災対策を推進するため、防災拠点となる官庁施設の防災

機能の強化等を図ることや、官庁施設の老朽化対策等を推進することに重点を

置き、メリハリのある要求を行う。 

 

国民の安全・安心の確保 

【新たなステージに対応した防災・減災対策、老朽化対策の推進】 

＜南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策等の推進＞ 

 

 
 
（１）地域と連携した防災拠点となる官庁施設の整備の推進 

 
大規模災害の発生に備え、地域と連携した防災拠点となる官庁施設の整備

を推進するとともに、新たなまちづくり空間やにぎわいの創出等により、地

域の活性化に積極的に貢献する。 

 

 

 

防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等 

 １０，８０５百万円（１．２４） 

 第１ 平成２８年度官庁営繕関係予算概算要求の概要 
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（２）官庁施設の耐震化の推進 
 

建築基準法に基づく耐震性能を満たしていない官庁施設及び災害応急対策

活動の拠点としての所要の耐震性能を満たしていない官庁施設について、人

命の安全の確保を図るとともに、防災機能の強化と災害に強い地域づくりを

支援するため、官庁施設の耐震化を推進する。 

 

（３）官庁施設の天井耐震対策の推進 
 

東日本大震災における天井脱落被害を踏まえ、大規模空間を有する官庁施

設の天井について、地震時の天井耐震対策を実施する。 

 

（４）官庁施設の津波対策の推進 
 

津波襲来時の一時的な避難場所を確保するとともに、防災拠点としての機

能維持と行政機能の早期回復を図るため、官庁施設における津波対策を総合

的かつ効果的に推進する。 

 

（５）首都直下地震時の首都中枢機能維持に必要な電力の確保 
 

首都直下地震等による商用電力途絶時において、霞が関地区の中央省庁の

非常時優先業務等の継続に必要な電力を確保するため、自家発電設備の燃料

槽の増設等を実施する。 

 

＜インフラ老朽化対策等のための戦略的な維持管理・更新の推進＞ 

 

 
 
（１）官庁施設の長寿命化 

 
既存官庁施設をより長く安全に利用し、トータルコストの縮減等を実現す

るため、ハード対策、ソフト対策の両面から、官庁施設の長寿命化を図る。 

 

（２）既存官庁施設の危険箇所、経年劣化が著しい部位等の解消 
 

既存官庁施設において、最低限必要な施設の性能を確保するため、危険な

箇所、経年劣化が著しい部位等について、緊急的な改修等を実施する。 

 

官庁施設の老朽化対策等 

 ５，８７５百万円（１．１９） 
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（１）地域と連携した防災拠点となる官庁施設の整備の推進  
 
地方公共団体をはじめとする様々な関係者との連携の下、大規模災害の発生

に備え、防災拠点となる官庁施設の整備を推進するとともに、新たなまちづく

り空間やにぎわいの創出等により、地域の活性化に積極的に貢献する。 

 

（２）官庁施設の耐震化の推進  
 
建築物の耐震化対策は政府全体の緊急の課題であり、このため、公共建築物

については、中央防災会議決定や｢建築物の耐震改修の促進に関する法律｣（平

成７年法律第１２３号）及びこれに基づく告示（平成１８年１月２５日）等に

より、整備目標及び整備プログラムの策定等を行い、計画的かつ重点的な耐震

化の促進に積極的に取り組むこととされている。 

官庁施設については、災害応急対策活動の拠点となることや来訪者等の安全

を確保する必要があることから、平成１８～２７年度の１０年間で、耐震化率

９割の達成を目標としている。また、平成２８年度以降も、引き続きすべての

官庁施設について、可及的速やかに所要の耐震性能を確保するべく努めること

としている。このため、既存不適格建築物（耐震性能評価値1.0 未満）の耐震

化を行うとともに、災害応急対策活動の拠点としての所要の耐震性能（Ⅰ類1.5、

Ⅱ類1.25）を確保するための耐震化を行う。 

 

（３）官庁施設の天井耐震対策の推進  
 
東日本大震災においては、大規模空間を有する建

築物において天井が脱落した事案が多数生じたこと

から、建築基準法施行令が改正されるとともに、技

術基準（特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な

構造方法を定める件）が定められた。 

これを踏まえ、大規模空間を有する官庁施設の天

井について、地震時の天井耐震対策を実施する。 

 第２ 主要要求事項 

１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等 

【官庁施設の天井耐震対策（イメージ図）】 

単位面積質量

20kg／㎡以下

斜め部材

V字状の

吊り長さ
３ｍ以下
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○ すべての既存不適格建築物（耐震性能評価値１．０未満）について建築基

準法に基づく耐震性能を確保 

○ 全体では官庁施設の耐震基準を満足する割合が少なくとも９割（面積率） 

 
【官庁施設の耐震化の状況】 

 
 

  

 

 

 

 

 

（注）国土交通省が整備等を所掌する国家機関の建築物のうち災害応急対策活動に必要な主な官庁

施設等について、平成１８年～平成２０年に耐震性の現況及び今後の耐震化の目標を公表。 

 

 

災害対策基本法における行政機関の区分に基づき、官庁施設の防災上の機能 

 及び用途に応じて施設を３つ（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ類）に分類し、それぞれ必要な耐震

性能を規定している。 

 

耐震基準値 耐震安全性の目標 対象施設 

１．５ 

（Ⅰ類） 

 
大規模地震後、構造体の補修をする

ことなく、建築物を使用できることを

目標とし、人命の安全確保に加えて十

分な機能確保が図られている。 

 

○災害対策基本法の「指定行政機関」及び「指定地方行政機

関」のうち二以上の都府県及び道を管轄区域とするものが

使用する官庁施設 等 

【指定行政機関：内閣府、警察庁、財務省、経済産業省、

国土交通省 等】 

【指定地方行政機関等：管区警察局、地方厚生局、地方農

政局、経済産業局、地方整備局 等】 

１．２５ 

（Ⅱ類） 

 
大規模地震後、構造体の大きな補修

をすることなく、建築物を使用できる

ことを目標とし、人命の安全確保に加

えて機能確保が図られている。 

 
○災害対策基本法の「指定地方行政機関」が使用する官庁施

設（Ⅰ類に属するものを除く） 等 

【指定地方行政機関等：沖縄総合事務局、機動隊、航空交

通管制部、海上保安部 等】 

１．０ 

（Ⅲ類） 
 

建築基準法 
相当 

 
大規模地震により構造体の部分的な

損傷は生じるが、建築物全体の耐力の

低下は著しくないことを目標とし、人

命の安全確保が図られている。 

 
○その他の官庁施設 

【地方検察庁、法務局、税務署、労働基準監督署、公共職

業安定所 等】 

【平成２７年度末の耐震化の目標】 

【官庁施設における耐震安全性の確保】 

参考資料 

平成26 年度末 率(面積)

Ⅰ類 約245 万㎡ (   159 棟 ) 約209 万㎡ (   123 棟 ) 85% 

Ⅱ類 約217 万㎡ (   935 棟 ) 約192 万㎡ (   847 棟 ) 89% 

Ⅲ類 約308 万㎡ (  1,559 棟 ) 約286 万㎡ ( 1,481 棟 ) 93% 

合計 約770 万㎡ (  2,653 棟 ) 約687 万㎡ ( 2,451 棟 ) 89% 

区分 対象施設
耐震化済施設【官庁基準】

災
害
応
急
対
策
活
動
の
拠
点 
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○業務の早期再開に必要な機能の確保

・業務上主要な室の機能確保
・水防設備の確保

施設利用者の安全確保を最優先とし、津波の収束後
に各機関の業務の早期再開を可能とする。

比較的発生頻度の高い津波

（レベル１）に対する目標

施設利用者の安全確保を最優先とし、災害応急対策活
動を可能とする。

○津波避難施設の機能確保 ○災害応急対策活動に
必要な機能の確保

・避難経路の確保 ・電力・通信の機能確保
・避難場所の機能確保 ・水の確保

・活動拠点の確保

最大クラスの津波

（レベル２)に対する目標

（４）官庁施設の津波対策の推進  
 
津波襲来時の一時的な避難場所を確保するとともに、防災拠点としての機能

維持と行政機能の早期回復を図るため、官庁施設における津波対策を総合的か

つ効果的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【官庁施設の津波対策（イメージ図）】 
 

官庁施設の機能確保の考え方 
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（５）首都直下地震時の首都中枢機能維持に必要な電力の確保  
 
「首都直下地震緊急対策推進基本計画」（平成２７年３月閣議決定）及び「政

府業務継続計画（首都直下地震対策）」（平成２６年３月閣議決定）において

は、どのような事態に対しても、首都中枢機能の維持を図り、国民生活及び国

民経済に及ぼす影響を最小化するため、業務継続体制を維持する必要があるこ

とから、中央省庁の官庁施設の耐震化、物資の備蓄、電力・情報通信等の確保

等の執務環境を確保するものとされている。 

これを踏まえ、首都直下地震等による商用電力途絶時において、霞が関地区

の中央省庁の非常時優先業務等の継続に必要な電力を確保するため、自家発電

設備の燃料槽の増設等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【首都直下地震時の首都中枢機能維持に必要な電力の確保（イメージ図）】 
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「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１１月インフラ老朽化対策の

推進に関する関係省庁連絡会議決定）においては、高度成長期以降に集中的

に整備された社会資本が急速に老朽化することが見込まれ、厳しい財政状況

下において、トータルコストの縮減・平準化を進めるため、戦略的に維持管

理・更新を行うことが重要とされている。 

官庁施設についても、同時期に多くの施設が整備されており、現在、築後

３０年以上を経過したものが４割を超え、今後、大規模修繕や設備機器の更新

が大幅に増えるため、官庁施設の老朽化対策を計画的かつ効率的に推進してい

く必要がある。 

このため、既存官庁施設をより長く安全に利用し、トータルコストの縮減等

を実現するため、老朽化の進行を防ぐ長寿命化事業の実施（ハード対策）、効

果的・効率的に機能維持するための保全指導の実施（ソフト対策）の両面から、

官庁施設の長寿命化を図る。 

また、既存官庁施設の危険箇所、経年劣化が著しい部位等の解消を図る。 
 
 

（１）官庁施設の長寿命化  
 
①官庁施設の長寿命化事業の実施  

膨大な官庁施設ストックを効果的・効率的に機能維持するためには、各国

家機関の必要機能と建築物の保有性能の組合せを最適化し、地域における官

庁施設群として有効活用することが必要である。 

このため、地域における官庁施設の長期的な整備・活用のあり方を検討し、

老朽化の進行を防ぐ長寿命化事業を計画的に実施する。  

 

 

 

 

 

 

 躯体の保護 （例）外壁、屋上防水、建具

 防災設備の劣化防止 （例）消火設備、火災報知設備

 建物ライフラインの劣化防止 （例）給排水設備、受変電設備

長寿命化事業の主な改修内容

２．官庁施設の老朽化対策等 

膨大な官庁施設ストックを効果的 

・効率的に機能維持し、トータル 

コストの縮減を図る 
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②官庁施設の適正・計画的な保全の徹底等 

官庁施設をより長く安全に使うためには、各省各庁の施設管理者による適

正かつ計画的な保全を徹底させる必要があるとともに、施設の運用を含めた

総合的な対策を講じなければならない。 

このため、新たに運用を開始した「官庁施設情報管理システム（BIMMS-N）」

の活用により、各省各庁の施設管理者による官庁施設の適正かつ計画的な保 

全の推進を図る。 

また、個々の官庁施設の劣化状況、利用実態等を把握、蓄積していくため

の「施設カルテ」を作成し、施設の運用上の提案等への活用を図る。 

 

（２）既存官庁施設の危険箇所、経年劣化が著しい部位等の解消  
 
既存官庁施設において、来訪者等の安全の確保と行政サービスの円滑な提供

に最低限必要な施設の性能を確保するため、危険な箇所、経年劣化が著しい部

位等について、緊急的な改修等を実施する。 

 
 

  

外壁の劣化により鉄筋が露出し、外壁 
改修が必要 

天井内配管からの漏水により天井が落下し、

配管改修が必要  

【危険箇所の例】 

天井板の落下 

【経年劣化の例】 

外壁の劣化（鉄筋の露出） 

外壁の劣化 

（鉄筋の露出） 
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民間の資金・経営能力等のノウハウを活用し、低廉で良質な公共サービスの

提供と民間の事業機会の創出を図るため、ＰＦＩ手法の活用による官庁施設の

整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

     【中央合同庁舎第８号館】 

 

 中央合同庁舎第８号館整備等事業 

  建設 地    ：東京都千代田区永田町１丁目 

  事業期間    ：平成２１～平成３５年度 

  施設完成    ：平成２６年３月 

   

 

  

３．ＰＦＩ手法の活用による官庁施設の整備 

 

【ＰＦＩ手法の活用による官庁施設整備の事例】 
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「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」（平成２２年法律

第３６号）により、官庁施設についても、率先して木材利用に努めることとさ

れている。このため、エントランスホール、会議室等の内装の木質化を行い、

木材利用の促進を図る。 

 

 
【構造体に木材を利用した施設の事例】 

 
  

横浜植物防疫所つくばほ場(事務・検査棟) 神戸税関境支署(車庫棟) 

 

 
【内装に木材を利用した施設の事例】 

 
  

中央合同庁舎第８号館 

(エントランスホール) 

静岡地方法務局藤枝出張所 

(エントランスホール) 

 

 

 

 

 

 

４．官庁施設における木材利用の促進 
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「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等を踏まえ、地域のニーズを把握しつ

つ、地域と連携した国公有財産の最適利用を総務省・財務省と連携して推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．地域と連携した国公有財産の最適利用 

【地域と連携した官庁施設整備の事例】 
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「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成１７年法律第１８号）の

改正趣旨を踏まえ、現在及び将来の公共工事の品質確保とその担い手の中長期

的な育成・確保を図るため、引き続き円滑な施工確保対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．公共建築工事における円滑な施工確保対策 
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第３ 平成２８年度官庁営繕関係予算概算要求総括表 

(単位：百万円）

(A) (B) (C) (A/C)

（一般会計）

官庁営繕費 20,740 3,634 17,726 1.17

9,136 0 8,141 1.12

9,999 3,255 8,332 1.20

1,605 379 1,253 1.28

（ )

特定国有財産整備費 26,828 0 17,972 1.49

合　　　　計 47,568 3,634 35,698 1.33

（注）１．上記のほか、ＰＦＩ事業の金利の支払い等に必要な経費として996百万円（前年度1,106百万円）が
　　　　ある。

　　　２．特定国有財産整備特別会計については、特別会計改革に伴い一般会計に統合されており、平成２１
　　  　年度以前の特定国有財産整備計画に基づき実施される既往の事業（未完了事業）は、当該事業が完成
　　 　 するまでの間、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定において経理を行うこととされている。

区　　　　分

平成28年度
要求・要望額

前　年　度
予　算　額

対前年度
倍　　率

うち
「新しい日本のため
の優先課題推進枠」

庁 舎 整 備

財政投融資特別会計
特定国有財産整備勘定

施 設 特 別 整 備

設 計 監 理 費 等
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＜参考資料＞ 
 
（１）官公庁施設の建設等における国土交通省の役割 
 
官公庁施設の建設等に関する法律（昭和２６年法律第１８１号）に基づき、 

○ 各省各庁の事務庁舎など、国家機関の建築物の整備を行う。※ 

○ 各省各庁の長から送付される営繕計画書に対する意見書を送付する。 

○ 位置・規模・構造の基準の設定及び実施の勧告を行う。 

○ 危険庁舎等の改築・修繕等の勧告を行う。 

○ 保全の基準の設定、勧告、実地の指導を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※官公庁施設の建設等に関する法律（抄） 

第十条  国費の支弁に属する次に掲げる営繕及び建設並びに土地又は借地権の取得は、国土交通大臣が行う 

ものとする。  

一  一団地の官公庁施設に属する国家機関の建築物の営繕及びその附帯施設の建設（第三号イ、ロ及びヘに

掲げるものを除く。）  

二  合同庁舎の営繕及びその附帯施設の建設（第三号イ、ロ及びヘに掲げるものを除く。）  

三  前二号に掲げるもの並びに国土交通大臣の所管に属する建築物の営繕及びその附帯施設の建設のほか、

次に掲げるもの以外の建築物の営繕又は附帯施設の建設 

イ 衆議院議長又は参議院議長の所管に属する議事堂の営繕及びその附帯施設の建設 

ロ 特別会計（東日本大震災復興特別会計を除く。）に係る建築物の営繕及びその附帯施設の建設 

ハ 受刑者を使用して実施する刑務所その他の収容施設の営繕及びその附帯施設の建設 

ニ 復旧整備のための学校の営繕及びその附帯施設の建設 

ホ 防衛省の特殊な建築物の営繕及びその附帯施設の建設 

ヘ 建築物の営繕及びその附帯施設の建設で、一件につき総額二百万円を超えないもの  

四  第一号又は第二号に掲げる建築物の営繕及びその附帯施設の建設並びに国土交通大臣の所管に属する建

築物の営繕及びその附帯施設の建設に必要な土地又は借地権の取得  

２  前項の規定にかかわらず、特別の事情により国土交通大臣以外の各省各庁の長が行うことを適当とする建

築物の営繕若しくは附帯施設の建設又は土地若しくは借地権の取得については、当該各省各庁の長が国土交

通大臣と協議してこれを行うことができる。 
 



- 16 - 

 

（２）国家機関の建築物の概要 
 
 

                          

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

国家機関

の建築物

総施設数

13,920施設

庁舎

7,962施設

庁舎以外

5,958施設

合同庁舎

389施設

単独庁舎

7,077施設国会関係施設

裁判所関係施設

496施設

宿舎

4,915施設

刑事施設等収容施設

自衛隊関係施設

その他

1,043施設

国家機関

の建築物

総延べ面積

約48,952千㎡

庁舎

約19,524

千㎡

庁舎以外

約29,428

千㎡

合同庁舎

約4,170千㎡

単独庁舎

約12,730千㎡

国会関係施設

裁判所関係施設

約2,624千㎡

宿舎

約11,843千㎡

刑事施設等収容施設

自衛隊関係施設

その他

約17,585千㎡

10年未満
15.7%

10年以上
20年未満

23.5%

20年以上
30年未満

19.2%

30年以上
40年未満

16.2%

40年以上
25.4%

総施設数は、１３，９２０施設。 
うち、庁舎に該当する施設は、７，９６２施
設で全体の約５７％。 

総延べ面積は、約４８，９５２千㎡。 
うち、庁舎に該当する面積は、１９，５２４
千㎡で全体の約４０％。 

築後３０年以上のものは、全体の約４２％。 

（１）施設数 

※すべての国家機関の建築物を対象とする（公有及び民有建築物の借用等を除く。）。 

※複数の建築物が１敷地内に所在する場合は、1施設として計上する。 

※平成２７年３月現在国土交通省調べ。 
 

（２）延べ面積 

（３）経年別延べ面積 
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（３）官庁施設における耐震安全性の目標 
 
 災害対策基本法における行政機関の区分等に基づき、官庁施設の防災上の機能
及び用途に応じて施設を分類し、それぞれ必要な耐震性能を規定している。 
 
○構造体の耐震安全性の目標 
 

 
○建築非構造部材の耐震安全性の目標 
 

 

○建築設備の耐震安全性の目標 
 

 

耐震基準値 耐震安全性の目標 対象施設 

１．５ 
（Ⅰ類） 

大規模地震後、構造体の補修をする
ことなく、建築物を使用できることを
目標とし、人命の安全確保に加えて十
分な機能確保が図られている。 

○災害対策基本法の「指定行政機関」及び「指
定地方行政機関」のうち二以上の都府県及
び道を管轄区域とするものが使用する官庁
施設 等 
【指定行政機関：内閣府、警察庁、財務省、
経済産業省、国土交通省 等】 

【指定地方行政機関等：管区警察局、地方
厚生局、地方農政局、経済産業局、地方
整備局 等】 

１．２５ 
（Ⅱ類） 

大規模地震後、構造体の大きな補修を
することなく、建築物を使用できること
を目標とし、人命の安全確保に加えて機
能確保が図られている。 

○災害対策基本法の「指定地方行政機関」が
使用する官庁施設（Ⅰ類に属するものを除
く） 等 
【指定地方行政機関等：沖縄総合事務局、
機動隊、航空交通管制部、海上保安部 
等】 

１．０ 
（Ⅲ類） 
建築基準法 

相当 

大規模地震により構造体の部分的な損
傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下
は著しくないことを目標とし、人命の安
全確保が図られている。 

○その他の官庁施設 
【地方検察庁、法務局、税務署、労働基準
監督署、公共職業安定所 等】 

分類 耐震安全性の目標 対象施設 

Ａ類 

大規模地震後、災害応急対策活動や被
災者の受け入れの円滑な実施、又は危険
物の管理の上で、支障となる建築非構造
部材の損傷、移動等が発生しないことを
目標とし、人命の安全確保に加えて十分
な機能確保が図られている。 

○災害応急対策活動拠点 

Ｂ類 

大規模地震により建築非構造部材の損
傷、移動等が発生する場合でも、人命の
安全確保と二次災害の防止が図られてい
る。 

○その他の官庁施設 

分類 耐震安全性の目標 対象施設 

甲類 

大規模地震後の人命の安全確保及び二
次災害の防止が図られているとともに、
大きな補修をすることなく、必要な設備
機能を相当期間継続できる。 

○災害応急対策活動拠点 

乙類 
大規模地震後の人命の安全確保及び二

次災害の防止が図られている。 
○その他の官庁施設 

災
害
応
急
対
策
活
動
の
拠
点 
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（４）阪神・淡路大震災における被害事例 

 

○建築基準法に基づく耐震性能を満たしている施設の被害事例 
 

【神戸第２地方合同庁舎の被災状況】 
  

内部の被災状況 
 
 
 

  
 

○建築基準法に基づく耐震性能を満たしていない建物の被害事例 

（総務省消防庁のホームページより引用） 

  

事務所ビル１，２階の崩壊 店舗１階柱の圧壊 

  

 
神戸第２地方合同庁舎 
（第五管区海上保安本部、神戸地方法務局他） 
 
建物完成 ： 昭和６０年５月  

 震  度 ： ７ 

（平成７年１月１７日 阪神・淡路大震災） 

 被災前の耐震性能 

  ・耐震性能評価値 ： １．０１  

 応急復旧日 ： 平成７年１月３０日 

 本格復旧日 ： 平成９年３月２０日 

 

柱が破断するなど構造体が損傷
し、機能の復旧に時間を要した 
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（５）東日本大震災における被害事例 

 

○天井落下の被害事例 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

ホール天井の脱落 

（建築物における天井脱落対策に係る技術基準の解説から引用） 

 

 

○津波による被害事例 

  

くん蒸庫(右)が車庫(左)に衝突 事務室浸水 

  

庁舎周囲の地盤流出 建物基礎が露出 
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（
注
）
合
同
庁
舎
入
居
省
庁
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
１
号
館
（
農
林
水
産
省
、
林
野
庁
、
水
産
庁
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
２
号
館
（
国
家
公
安
委
員
会
、
警
察
庁
、
総
務
省
、
 

消
防
庁
、
国
土
交
通
省
、
運
輸
安
全
委
員
会
ほ
か
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
３
号
館
（
国
土
交
通
省
、
観
光
庁
、
海
上
保
安
庁
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
４
号
館
（
内
閣
法
制
局
、
内
閣
府
、
公
害
等
調
整
委
 

員
会
、
財
務
省
、
国
税
庁
、
農
林
水
産
省
、
環
境
省
ほ
か
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
５
号
館
（
厚
生
労
働
省
、
環
境
省
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
５
号
館
別
館
（
人
事
院
、
国
家
公
務
員
倫
理
審
査
会
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
６
号
館
（
公
正
取
引
委
員
会
、
法
務
省
、
検
察
庁
、
 

公
安
審
査
委
員
会
、
公
安
調
査
庁
ほ
か
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
７
号
館
（
会
計
検
査
院
、
金
融
庁
、
文
部
科
学
省
、
 

文
化
庁
ほ
か
）
 

・
永
田
町
合
同
庁
舎
（
内
閣
官
房
、
内
閣
府
）
 

・
中
央
合
同
庁
舎
第
８
号
館
（
内
閣
官
房
、
内
閣
府
）
 

一
団

地
の

官
公

庁
施

設
の

区
域

面
積

約
1
0
3h
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容
積

率
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0
0
％

建
ぺ
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率

5
0
％

用
途

地
域

商
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（７）公共建築相談窓口 
 

円滑な施工確保に向けた支援や改正品確法を受けた取組みに関する支援など、

公共建築における技術的な相談について幅広くお答えしますので、お気軽にお問

い合わせください。 

 

公共建築相談窓口 

窓口 電話 内線

本省 大臣官房官庁営繕部 計画課 03-5253-8111 23224,7

北海道開発局 営繕部 営繕調整課企画係 011-709-2311 5730

計画課 5153

保全指導・監督室 5513

盛岡営繕事務所 技術課 019-651-2015 －

官庁施設管理官 5114

計画課課長補佐 5153

東京第一営繕事務所 技術課長 03-3363-2694 －

東京第二営繕事務所 技術課長 03-3531-6550 －

甲武営繕事務所 技術課長 042-529-0011 －

宇都宮営繕事務所 技術課長 028-634-4271 －

横浜営繕事務所 技術課長 045-681-8104 －

長野営繕事務所 技術課長 026-235-3481 －

営繕部 計画課 025-280-8880 －

金沢営繕事務所 技術課 076-263-4585 －

営繕部 計画課 052-953-8197 －

静岡営繕事務所 技術課 054-255-1421 －

計画課長 5151

計画課課長補佐 5153

保全指導・監督室 06-6443-1791 －

京都営繕事務所 保全指導・品質確保課 075-752-0505 －

営繕部 計画課課長補佐 082-221-9231 －

岡山営繕事務所 技術課長 086-223-2271 －

四国地方整備局 営繕部 計画課課長補佐 087-851-8061 5153

計画課課長補佐 5153

保全指導・監督室室長補佐 5513,4

熊本営繕事務所 技術課長 096-355-6122 －

鹿児島営繕事務所 技術課長 099-222-5188 －

沖縄総合事務局 開発建設部 営繕課 098-866-0031 5152

092-471-6331

06-6942-1141

048-601-3151

022-225-2171

組織

東北地方整備局

九州地方整備局

中国地方整備局

近畿地方整備局

中部地方整備局

北陸地方整備局

関東地方整備局

営繕部

営繕部

営繕部

営繕部



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


